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多種のダンパーを併用した免震建物の地震応答予測 

―応答スペクトル法による免震層の応答予測と設計用地震荷重分布― 

 

明治大学 小町祐介 

 

1. はじめに 

兵庫県南部地震（1995 年）以降，免震建物は

地震発生下での有効性が広く認知され，今後，

免震技術はより一般化するものと予想される。 

免震建築物の技術的基準として建設省告示

2009 号(以下，免震告示)が制定された 1)。免震

告示では免震建物の技術上の経験の蓄積が十

分でないため，構造計算に関わる規定が安全側

に設定されているものが含まれている 1)。そこ

で本論では，免震告示の構造計算で用いられて

いる応答スペクトル法およびこれまで提案し

てきている設計用地震荷重分布 2)を改良するこ

とで地震応答予測の合理化を図る。 

2. 設計用地震応答スペクトル 

 図 1に応答スペクトル法の模式図を示す。ま

た，免震告示では式(1)を用いて入力地震動の加

速度応答スペクトル Sa を算出する。本論では

BCJ-L2 の波形包絡形を有する乱数位相の告示

波 20 波を用いて，地盤増幅率および減衰補正

係数の検討を行う。表層地盤は図 2 の地盤モデ

ル 3)を用いる。 

ZFGSS hsa  0    (1) 

 ここで，Gs：地盤増幅率，Fh：減衰補正係数，

Z：地域係数（本論では 1 とする），S0：解放

工学的基盤の加速度応答スペクトル 

 

 

 

 

 

図 1 応答スペクトル法の模式図 

 

図 2 地盤データ  図 3 地盤の非線形特性 

2.1 地盤増幅率 

 図 3に示す地盤の非線形特性 3)より一次元波

動伝播理論 SHAKEを用いて地震動を増幅させ

る。本論では免震告示の精算法および井上ら 4)

の提案法を用いて地盤増幅率を算出する。また，

告示 1457 号において下限値 1.23 が設けられて

いるが，応答予測の合理化を図るため，井上ら

の提案法では下限値を設けずに地盤増幅率を

求めた。図 4 に SHAKE による地盤増幅率（工

学的基盤に対する表層地盤の伝達関数）の平均

値と精算法および井上らの方法による地盤増

幅率の比較を示す。精算法と比較して，井上ら

の方法では卓越周期を適切に評価し，下限値

1.23 を設けないことで長周期領域の地盤増幅

率を適切に表現していることが確認できる。 

2.2 減衰補正係数 

 免震告示では式(2)を用いて減衰補正係数 Fh

が算出される。一方，笠井らは免震建物の応答

予測に式(3)の応答低減率 5)（以下，笠井式）を

用いている。 
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ここで，h0：初期減衰定数，h：減衰定数，α：

地震動によって異なり BCJ-L2 では 75 

 図 5に Site-3の変位応答スペクトルのスペク

トル比（地震動 20 波の平均値）および式(2)と 

 

 

 

 

 

 

図 4 地盤増幅率の比較 

 

 

 

 

 

 

図 5 各評価式とスペクトル比の比較 
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式(3)の応答低減率の比較を示す。式(2)では長

周期高減衰領域においてスペクトル比の平均

値を下回るが，式(3)はその領域で地震応答を適

切に評価していることが確認できる。 

3. 免震建物の地震応答予測 

3.1 建物モデル 

解析モデルは 1 質点系および 10 質点系のせ

ん断型質点モデルとする。免震層は弾性支承材

に支持されるものとし，履歴系ダンパー(以下，

履歴系)を用いた場合，流体系ダンパー(以下，

流体系)を用いた場合，履歴系，流体系を併用

した場合の 3 パターンとする。解析モデルの概

要および各ダンパーの組み合わせを表1に示す。

表中の αs および αl はそれぞれ鋼材ダンパー，

鉛ダンパーの負担せん断力係数である。 

表 1 解析モデルとダンパーの組み合わせ 

 

3.2 免震層の応答速度 

免震層の応答速度 V は式(4)を用いて応答変

位 δより算出する。免震層の応答速度には基本

周期成分以外に高振動数成分が含まれ，擬似速

度よりも大きな速度となる。λ はこの影響を表

す係数であり免震告示では λ を 2 としている。

本研究では λ の妥当性について検討するため，

式(5)に，時刻歴解析より得られる応答値を代入

することで，λの分析を行う。 

 V   (4)     V   (5) 

ここで，：固有円振動数 

 

 

 

 

 

 

 

図 6に 1質点系の流体系を用いた場合の λと

減衰定数 hvの関係を示す。図中には時刻歴解析

より求まる λの平均と±2σの値および後述する

回帰式を示している。解析結果より，流体系の

減衰定数の増加に伴い係数 λが増加することが

確認できた。免震告示では λを 2 としているた

め，応答速度の予測値と時刻歴解析結果の差が

大きいことが確認できる。 

 図7に応答変位および応答速度の時刻歴応答

波形を示す。応答変位と比較して，応答速度に

は減衰に関わらず高振動数成分が多く含まれ

ていることが確認できる。 

 次に伝達関数を用いて高振動数成分の影響

について示す。図 8 に地動速度に対する免震層

の相対速度の伝達関数を示す。図 8 から免震周

期（0.25Hz 付近）では減衰定数の増加に伴い伝

達関数が小さくなるのに対し，高振動数領域は

減衰によって変動しないことがわかる。従って，

減衰の増加に伴い高振動数成分の影響が相対

的に大きくなるため，λが増加することになる。

本論では式(6)，図 6 に示す回帰式を提案する。 
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3.3 免震部材の負担せん断力の足し合わせ 

免震告示では式(7)を用いて免震層の最大層

せん断力 Qisoを算出する。弾性支承材と流体系

では図9に示すように最大せん断力に位相差が

生じるため，二乗和平方根で算出している。ま

た，履歴系を併用した場合においては弾性支承

材と同様に変位 δ時に最大せん断力となるよう

な構成となっている。しかし，図 9 に示すよう

に履歴系の復元力特性は変位が 0から δの範囲

で最大耐力を保持するため，式(8)のように履歴

系の負担せん断力を根号から移動した形のほ

うが適正である。本研究ではこれを提案する。 

     (7) 

     (8) 
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図 6 λと hv の関係 図 7 時刻歴応答波形(左：変位，右：速度) 図 8 伝達関数 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3 0.35
hv

+2σ

平均値
-2σ

回帰式

λ

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

0 10 20 30
t[s]

h=5%

h=30%

DIS.[cm]

-150

-100

-50

0

50

100

150

0 10 20 30
t[s]

h=5%

h=30%

VEL.[cm/s]

0

2

4

6

8

10

12

0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5
f [Hz]

伝達関数

5%
10%

20%
30%

    22
2 vvheheiso QQQQQQQ  

hvveeiso QQQQQQ 
22

2



- 3 - 

ここで，Qe,Qh,Qv:それぞれ弾性支承材，履歴

系，流体系の負担せん断力，ε：減衰材として

流体系を用いたときの免震層の最大層せん断

力を評価するための係数（流体系の場合は εを

0 とする） 

 

図 9 免震部材の復元力特性・減衰力特性 

 図 10 に履歴系および流体系を併用した場合

の式(7)および式(8)の層せん断力係数の予測値

と時刻歴解析結果の対応を示す。なお，各免震

部材のせん断力の足し合わせの検討を行うた

め，式(7)および式(8)の Qe，Qvには時刻歴解析

結果の最大値を代入している。式(7)と比較して，

式(8)の予測値と時刻歴解析結果との対応は良

好であり，予測式としての改善が確認できる。 

 

図 10 せん断力係数の予測値と解析値の比較 

4. 設計用地震荷重分布 

免震告示では，建物各階の設計用せん断力係

数分布αiを次式で与えている
2)。 
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ここで，M：上部構造の総質量，g：重力加

速度，γ：免震部材の力学特性のばらつき等の

影響を考慮する係数(本論では，γ=1)，Ai：建築

基準法の基準せん断力係数分布 

 本研究ではこれまでに履歴系および流体系

を使用した免震建物における設計用せん断力

係数分布の提案 2)を行っており，また，多種の 

 

 

 

 

 

 

図 11 αiの構成  図 12 eq と Ieq の関係 

ダンパーを併用した免震建物に対する等価免

震係数の新たな提案 6)を行なった。本論のせん

断力係数分布 αi は，式(10)～(14)より求める。

図 11 に履歴系のみの場合のせん断力係数分布

αiの構成を示す。また，図 12 に等価増幅率 eq

と等価免震係数 Ieq の関係を示す。図中の解析

値および移動平均値は文献 6)の時刻歴解析結

果より求まる等価増幅率である。 
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βeq,i：履歴系および流体系の併用時の増幅率，

N：上部構造の層数， eq ：最上層の増幅率，Ieq：

等価免震係数，hI，vI：それぞれ履歴系および

流体系に対する免震係数 7)，Tb1：免震層の 1 次

剛性に対する固有周期（流体系の場合は支承材

の水平剛性に対応する固有周期），T0：基礎固

定時の 1 次固有周期 

5. 免震建物の地震応答予測 

本章では図 13 に示す免震告示の応答スペク

トル法（以下，告示法）と本研究の提案法によ

る免震建物の地震応答予測の比較を行う。 

図 14 に 10 質点系（T0=0.8 秒）の SV モデル

の告示法および提案法の予測値（応答変位 δ，

応答速度 V および免震層のせん断力係数 αiso）

と時刻歴解析結果の比を示す。横軸の等価減衰

定数 heq は時刻歴解析結果の応答変位より算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 告示法および提案法の計算フロー 
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した免震層の等価減衰定数である。 

解析結果より，高減衰領域で告示法の応答変

位の予測値が時刻歴解析結果を下回る結果と

なった。これは図 4 に示す地盤増幅率の安全側

の評価が図5に示す減衰補正係数の危険側の評

価を下回ったためである。一方，提案法は地震

応答を適切に評価していることが確認できる。

また，応答速度においても，同様に提案法の予

測値と時刻歴解析結果の対応は良好であり，式

(6)の係数 λ により高振動数成分の影響が適切

に評価されたためであると考えられる。 

免震層のせん断力係数は告示法，提案法とも 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 解析結果に対する予測値の比 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 せん断力係数分布（case8，case14） 

 

 

 

 

 
 
 

図 16 告示法と提案法の比較(せん断力係数) 

に予測値と時刻歴解析結果の対応は良好であ

る。告示法では，応答変位から求まる弾性支承

材の負担せん断力を危険側に，応答速度から求

まる流体系の負担せん断力を安全側に評価す

るためである。しかし，各免震部材の負担せん

断力は上部構造の設計用地震荷重分布の算出

に用いられるため適切に評価する必要がある。 

 図 15に SVモデルの case8および case14のせ

ん断力係数分布を示す。また図 16 に全解析結

果のせん断力係数(中間層および最上層)と告示

法および提案法の予測値との対応を示す。告示

法の予測値と比較して，提案法の予測値と時刻

歴解析結果の対応は良好であった。また，case8

および case14 の比較から，流体系の割合が大き

い場合においては，上部構造の応答増幅が抑制 

され，提案法はその現象を適正に評価できる合

理的な手法であることが確認できた。 

5. まとめ 

 本論では免震告示に示される応答スペクト

ル法に基づいてその改善案の提案を行い地震

応答予測の合理化を図った。 

提案法は既往の研究で提案されている地盤

増幅率および減衰補正係数，さらに本論で提案

した係数λ，免震層の最大層せん断力，設計用

地震荷重分布の評価式によって構成される計

算方法である。提案法は免震層の最大応答値お

よび上部構造のせん断力係数分布を適切に評

価し，多種のダンパーを併用した場合の効果を

表現できる合理的な手法であることを示した。 
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